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１【提出理由】
当社は、平成28年３月28日（米国西海岸夏時間）付取締役会において、取締役の全会一致により、日本に本社機能を移転さ

せるため、三角合併（以下「本三角合併」）を行い、当社普通株式１株に対し平成27年12月に当社の日本における子会社と

して設立したアキュセラ・ジャパン株式会社（以下「日本持株会社」）の普通株式１株を交付して、日本持株会社を当社の

事業を承継するアキュセラ・ノースアメリカ・インク（以下「米国子会社」）の持株会社とすることを決議いたしましたの

で、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３に基づき、臨時報

告書を提出いたします。

 

２【報告内容】
（１）本三角合併の相手会社に関する事項

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額および事業の内容（平成28年３月30日

現在）

商号
アキュセラ・ノースアメリカ・インク

（英文名：Acucela North America Inc.）

本店の所在地 米国ワシントン州シアトル市

代表者の氏名 会長、社長兼最高経営責任者（CEO）窪田　良

資本金の額 1.00米ドル（113.26円）

純資産の額 1.00米ドル（113.26円）

総資産の額 1.00米ドル（113.26円）

事業の内容

失明や視力低下をまねく眼疾患に対する治療、または疾患の進行を遅らせる革新

的な治療薬・医療技術の探索および開発に取り組んでいる、臨床開発段階の眼科

医療ソリューション・カンパニー。

（注）米ドルの日本円への換算は、１米ドル＝113.26円（平成28年３月29日現在の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の対顧客外国

為替相場の仲値）の換算率により換算されています。

 

②　最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益および純利益

米国子会社は平成28年３月24日（米国西海岸夏時間）に設立されたものであり、確定した事業年度はありません。

 

③　大株主の氏名または名称および発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

大株主の氏名または名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％)

アキュセラ・ジャパン株式会社 100

 

④　提出会社との間の資本関係、人的関係および取引関係

資本関係 当社の完全子会社である日本持株会社の完全子会社であります。

人的関係 当社の取締役１名及び執行役員１名が米国子会社の取締役を兼任しております。

取引関係 該当事項はありません。
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（２）本三角合併の目的等

①　本三角合併の目的

当社は、平成14年に、視力低下をまねく眼疾患の治療薬の開発を目指して、眼科医である窪田良によって米国ワシン

トン州シアトル市で設立され、平成26年２月に東京証券取引所マザーズ市場に外国株式として上場いたしました。当社

は、現在、加齢黄斑変性
*1
を治療するための「エミクススタト塩酸塩」の開発を行うとともに、加齢黄斑変性、糖尿病性

網膜症、スターガート病、糖尿病性黄斑浮腫をはじめとする様々な網膜変性疾患を治療するための視覚サイクルモジュ

レーション化合物を基盤とした経口製剤の開発に焦点を当てております。当社は、①提携先である大塚製薬株式会社と

「エミクススタト塩酸塩」の開発について協働すること、②視覚サイクルモジュレーションにおける知見を活かし、

「エミクススタト塩酸塩」の潜在的な他の応用先を追求すること、ならびに③社内研究や、買収および新規パートナー

シップ、インライセンスの機会を通じて製品パイプラインを拡大することにより、眼科用領域における革新的なポート

フォリオを発展させることを事業戦略としております。本三角合併の完了後、当社は更なる事業発展の機会を追求する

とともに、視力低下をまねく眼疾患に対する様々な治療法を提供する会社を目指し、事業戦略を実行してまいります。

 

当社は、本三角合併には主として以下に掲げる利点があるものと考えております。

 

・　日本の投資家にとっての当社に関する情報の利用可能性、量および認知度が向上することになります。すなわ

ち、会社四季報や日経会社情報といった、日本の上場会社の情報を得るために日本の投資家がよく利用する刊行

物において当社の情報が利用可能となることにより、日本の投資家が当社の事業への理解を深め、日本の投資家

に対するより効率的なコミュニケーションを行うことが可能になると考えております。

・　内国会社として、日本持株会社は東証マザーズ指数の算出対象として追加され得ることになります。

・　従来は外国証券への投資ができなかった機関投資家も投資機会を得ることになります。

・　本三角合併後に日本持株会社の上場株式の需要が増加する場合には、機関投資家からの需要が喚起され、アナリ

ストリサーチにおいてカバーされる機会が増加します。

 

また、日本における認知度および事業プレゼンスを高める機会を得られることも本三角合併の利点と考えておりま

す。内国持株会社となることにより、日本の製薬会社および学術研究機関との提携を通じた社内研究の実施や、研究開

発および薬剤開発におけるパートナーシップの確立等の機会を、日本において得られる可能性があります。

 

当社は、本三角合併後に以上の利点が実現した場合には、日本持株会社の上場株式の需要が増加し、その結果、株主

の皆様にとっての流動性の向上・株主価値の増大に資するものと考えています。

 

本三角合併により、当社株式は上場廃止となりますが、日本持株会社は、その普通株式について、東京証券取引所マ

ザーズ市場へ内国会社としての新規上場（テクニカル上場）を申請する予定です。

 

日本法人の持株会社化および本社機能の移転について、眼科医であり当社会長、社長兼最高経営責任者の窪田良は

「創業から約14年、米国で創薬事業を軌道に載せるべく邁進してきましたが、現在は視力低下をまねく眼疾患の医療技

術にも事業領域を広げようという段階です。これに並行して、今後は、日本に本社機能を移転することにより得られる

機会を最大限に活かしたいと思います。引き続き、社員一丸となって事業拡大に尽力し、視力低下をまねく眼疾患に対

する最善の治療法を日本内外の患者様に届けるべく努めてまいります。」と述べています。

 

 

*1：地図状萎縮を伴うドライ型加齢黄斑変性。米国で地図状萎縮を伴うドライ型加齢黄斑変性罹患患者508名を対象に、

「エミクススタト塩酸塩」の臨床第２b/３相試験を実施しており、平成28年６月に本臨床試験のトップラインデー

タを公表する予定です。
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②　日本法人の持株会社化の日程

取締役会決議日 平成28年３月28日（月）（米国西海岸夏時間）

本三角合併契約締結日 平成28年６月（米国西海岸夏時間）（予定）

定時株主総会開催日 平成28年８月（予定）

上場廃止日（当社） 平成28年９月中旬（予定）

本三角合併効力発生日 平成28年９月中旬（予定）

日本持株会社上場日 平成28年９月中旬（予定）

（注１）上記日程は、日本持株会社が米国において米国1933年証券法上のフォームS-4に基づき提出予定の登録届出書

（Registration Statement）の効力発生の時期、東京証券取引所の審査状況、日本持株会社の株式交付のため

の実務対応その他の事由により変更することがあります。

（注２）上記日程は、確定次第、速やかに開示いたします。

 

③　日本法人の持株会社化の方式

当社、日本持株会社および米国子会社（日本持株会社の100％子会社として、米国ワシントン州法に基づき、平成28年

３月24日（米国西海岸夏時間）付で設立済み。）が、当社を消滅会社とし、米国子会社を存続会社とする本三角合併を

実施するための本三角合併契約を締結します。当社は、本三角合併契約に従い、本三角合併の効力発生時に、日本持株

会社の完全子会社である米国子会社を存続会社として、米国子会社に吸収合併されます。本三角合併の対価として、当

社株主に対して、当社の普通株式１株につき日本持株会社の普通株式１株が交付されます。

日本法人の持株会社化の方式の詳細は、添付資料をご覧ください。

本三角合併の効力は、当社定時株主総会において本三角合併について行使可能な議決権総数の過半数の賛成が得られ

ること、日本持株会社の普通株式について東京証券取引所における上場が承認されること、その他本三角合併契約に定

める事項を条件として発生します。これらの条件が充足され、本三角合併の効力が発生した場合、当社株主は、東京証

券取引所に上場する日本持株会社の株式を取得することとなります。

 

（３）本三角合併の方法、本三角合併に係る割当ての内容、その他の本三角合併契約の内容

①　本三角合併の方法

当社を消滅会社とし、米国子会社を存続会社とする本三角合併を実施いたします。

 

②　本三角合併に係る割当ての内容

 
アキュセラ・ジャパン株式会社

（完全親会社）

アキュセラ・インク

（完全子会社）

割当比率 １ １

（注）当社の株主に対して、当社普通株式１株につき日本持株会社の普通株式１株が交付されます。

 

(i)　 本三角合併により交付する新株式数

　37,644,582株（予定）

　上記株式数は、平成28年３月３日における当社の発行済株式総数（37,644,582株）に基づいて算出しており

ます。

　ただし、交付する新株式数は、今後のストック・オプションの行使、制限付株式ユニットの権利確定等によ

り変更されることがあります。

(ii)　 単元株式数

　日本持株会社は単元株制度を採用し、１単元の株式数を100株といたします。
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(iii)　割当比率の算定根拠

　本三角合併の前後において、当社の株主構成と日本持株会社の株主構成に変化がないことから、これまでの

投資単位を維持することとし、株主の皆様の所有する当社普通株式１株に対して、日本持株会社の普通株式１

株を割当交付することといたしました。

(iv)　 第三者機関による算定結果、算定方法および算定根拠

　上記(iii)の理由により、第三者機関による割当比率の算定は行っておりません。

 

③　その他の本三角合併契約の内容

未定。

（注）本三角合併契約は平成28年６月（米国西海岸夏時間）に締結される予定です。

 

（４）本三角合併に係る割当ての内容の算定根拠

上記「（３）本三角合併の方法、本三角合併に係る割当ての内容、その他の本三角合併契約の内容　②　本三角合併

に係る割当ての内容　(iii)　割当比率の算定根拠」および「同(iv)　第三者機関による算定結果、算定方法および算定

根拠」をご参照ください。

 

（５）本三角合併の後の存続会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額

および事業の内容

商号
アキュセラ・ノースアメリカ・インク

（英文名：Acucela North America Inc.）

本店の所在地 米国ワシントン州シアトル市

代表者の氏名 会長、社長兼最高経営責任者（CEO）窪田　良

資本金の額 未定

純資産の額 未定

総資産の額 未定

事業の内容

失明や視力低下をまねく眼疾患に対する治療、または疾患の進行を遅らせる革新

的な治療薬・医療技術の探索および開発に取り組んでいる、臨床開発段階の眼科

医療ソリューション・カンパニー。

 

（６）本三角合併に係る割当ての内容が存続会社となる会社の株式、社債、新株予約権、新株予約権付社債または持分以外

の有価証券に係るものである場合における、当該有価証券の発行者についての事項

 

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額および事業の内容（平成27年12月31日

現在）

商号
アキュセラ・ジャパン株式会社

（英文名：Acucela Japan KK）

本店の所在地 東京都渋谷区

代表者の氏名 代表取締役会長、社長兼最高経営責任者　窪田　良

資本金の額 500,000円

純資産の額 △607,087円

総資産の額 500,000円

事業の内容 医薬品等の研究、開発、輸出入ならびに製造、製造委託および販売

（注）日本持株会社は、本三角合併の効力発生日前に当社に対する新株発行を行い、資本金および発行済株式総数を増加させ

るとともに、本三角合併の効力発生日付で、日本持株会社の発行済株式総数が当該効力発生日における当社の発行済株

式総数と同数となる割合で株式分割を行う予定です。
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②　最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益および純利益

（単位：千円）

事業年度 平成27年12月期

売上高 0

営業利益（損失） (547)

経常利益（損失） (1,101)

純利益（損失） (1,107)

（注）日本持株会社は平成27年12月11日に設立されたものであるため、平成27年12月期の１期のみを記載しております。

 

③　大株主の氏名または名称および発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

大株主の氏名または名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％)

アキュセラ・インク

（Acucela Inc.）
100

（注）本三角合併により当社が消滅することに伴い、本三角合併の効力発生後は、当社の株主が日本持株会社の株主となる予

定です。

 

④　提出会社との間の資本関係、人的関係および取引関係

資本関係 当社の完全子会社であります。

人的関係
当社の取締役５名が日本持株会社の取締役５名全員を兼任しており、また、当社

の従業員１名が日本持株会社の監査役を兼任しております。

取引関係 該当事項はありません。

 

以　上
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添付資料

日本法人の持株会社化のスキーム図

現状

本三角合併

本三角合併完了後
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